
「働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査」 

結果概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年１０月４日 

 

 

 

 

 

一般社団法人 全国建設業協会 

 

発表記者クラブ 

建設記者会 

建通新聞 

 

問い合わせ先 

一般社団法人 全国建設業協会 

      労働部 労働部長   長尾 正弘 

          労働部係長 吉田 隼三 

住 所：東京都中央区八丁堀２－５－１ 

電 話：０３－３５５１－９３９６／ＦＡＸ：０３－３５５５－３２１８ 

e-mail：rodo@zenken-net.or.jp 

 

 本会においては、昨年９月に策定した「働き方改革行動憲章」及び、本年３月に機

関決定した「今後の働き方改革の取組について」をより一層推進するため、会員企

業の実情や働き方改革への取組状況等を把握し、今後の施策展開の基礎資料とす

ることを目的として、標記アンケートを実施した。 

本年より週休日の実施状況を現場と事務所に分けて回答を求めたところ、事務所

では 39.5％で４週８休が実現できていたのに対して、現場では 9.2％にとどまった。 

また、本会の推進する「休日 月１+運動」については、「すでに取り組んでいる」、

「取組を検討中」とするものが約 40％あるのに対し、ほぼ同数の企業が「知らない」

と回答している。本アンケートが会員企業への直接的な周知を含めた調査でもある

が、なお一層の周知と取組推進の方策の強化を図る必要がある。 
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「働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査」 

結果概要 

 

 昨年、政府は「働き方改革実行計画」を制定し、当協会でも「働き方改革行動憲章」を策定し、本年 3

月には、この行動憲章をより一層具体化する「今後の働き方改革の取組について」を決定、本年 4 月から

取り組んでいる。また、「働き方改革法」が制定され、残業時間について 2024 年 4 月から建設業において

も罰則規定付きの上限規制の対象となった。本会では、今後、働き方改革への取組を推進する上で、会員

企業の実情や働き方改革への取組状況等を把握し、目指すべき方向性等を探ることを目的として、10月か

らのブロック会議や今後の施策展開に活用すべく「働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケ

ート調査」を実施した。 

 

１．女性の活躍促進 

   職員全体に占める女性職員の割合は、12.0％（前年同日 12.8％）。女性職員の職種については、18.3％

が技術者。女性職員増減については 16.6％が増加、5.2％が減少。また、採用した職員の男女比は、

17.4％。調査回答企業が異なることから女性職員の割合は減少したものの、女性職員の純増減につい

ては、961人の増加となり増勢は続いている。 

 

２．残業時間の状況 

   月間残業時間（各社上位３名）について、69.8％が 44時間以下におさまっている。80時間以上は

9.1％となり、昨年の 11.0%から減少した。職種は技術者が最多となっている。年間残業時間 720時間

以上が 6.1％、360時間以上が 27.0％となっている。 

 

３．休日の状況 

   4週 8休については、現場の 4週 6休が 50.6％、4週 7休が 11.0％となっている。 

年間休日数（休んだ日が少ない職員３名）のうち 25.2％（前年 26.2％）が 70日以下。また、有給

休暇取得日数（取得日数が少ない職員３名）のうち 23.5％（前年 26.4％）が 0日。ともに少ない上位

３名では技術者が最多を占めている。 

   「休日月１＋運動」の実施状況については、「すでに積極的に取り組んでいる」、「取組を検討し

ている」を併せると 39.9％となった反面、「知らない」が 44.4％を占めた。 

 

４．賃金水準の確保 

直近１年間での職員の賃金については、「基本給を引き上げた」、「一時金のみ引き上げた」、「基本給・

一時金とも引き上げた」を併せると 81.0％（前年 78.6％）の回答である。直近 1年間の下請と契約す

る際の労務単価を引き上げたのは、61.7％となっている。 

 

５．社会保険の加入促進 

   全建の推進する直接契約する下請に対する社会保険加入促進対策については、83.7％がすでに積極

的に取り組んでいると回答している。 

 



働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果 

昨年、政府は「働き方改革実行計画」を制定し、当協会でも「働き方改革行動憲章」を策定し、本年3月には、この行動憲章をより一層具体化する「今後の働き方改革の取
組について」を機関決定し、本年4月から取り組んでいる。また、働き方改革法が制定され、残業時間について2024年4月から建設業においても罰則規定付きの上限規制

の対象となった。本会では、今後、働き方改革への取組を推進する上で、会員企業の実情や働き方改革への取組状況等を把握し、目指すべき方向性等を探ることを目的
として、10月からのブロック会議や今後の施策展開に活用すべく「働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査」を実施した。 
 
調査対象：各都道府県建設業協会会員企業   回答社数：４,４１８社（回答率２３．６％） 
調査時期：平成３０年８月１日現在の状況     事業内容：土木２,７１９社、建築４３４社、土木建築１,１５７社、その他１０８社 

53.9% 

20.6% 

20.1% 

3.1% 

1.3% 
1.1% 

完工高 

5億円未満 
5億以上10億円未満 
10億以上50億円未満 
50億以上100億円未満 
100億以上200億円未満 
200億円以上 

（4.0%） 

（1.6%） 
（1.9%） 5.7% 

76.2% 

13.7% 
3.5% 

0.9% 

資本金 

1,000万円未満 
1,000万以上5,000万円未満 
5,000万以上１億円未満 
１億以上10億円未満 
10億円以上 

（15.9%） 

（4.6%） 

（1.4%） 
16.4% 

14.6% 

18.8% 
24.2% 

26.0% 

官公庁発注工事割合 

30％未満 
30％以上50％未満 
50％以上70％未満 
70％以上90％未満 
90％以上 

55.3% 

15.1% 

17.4% 

6.6% 

5.6% 

職員の職種 

 技術者  技能者 

 事務職員  営業職員 

 その他職員 

（60.0%） 

（14.2%） 

0.9 

17.7 

19.8 

22.0 

32.2 

42.3 

44.3 

55.5 

62.2 

その他 

行政の支援 

商慣行の改善・発注者の理解 

労使の意思疎通 

職員の能力向上・優秀な人材の確保 

職員の意識 

生産性向上（工程・業務・事務の合理化） 

発注条件の改善（発注者の理解） 

経営トップ意識 

働き方改革を進める上で優先順位の高いもの 

（上位３項目回答） 

（61.8） 

（45.6） 

（44.2） 

（48.2） 

（32.3） 

（25.1） 

（19.3） 

（18.8） 

（0.5） 

50.7 

47.0 

40.0 

38.3 

21.3 

9.1 

1.1 

14.3 

社内の人材育成に努めている 

社内で職員個々の業務内容を確認するなど 

効率化の検討を行っている 

社外の研究会・講習会等で技術習得 

に努めている 

社外の研究会・講習会等で情報収集 

に努めている 

ＩＣＴ等のイノベーションの導入に積極的に 

取り組んでいる 

提案制度を設け、自発的な改善を奨励している 

その他 

特に取り組んでいるものはない 

生産性向上への取組について 

（複数回答可） 

（18.9） 

（53.5） 

（37.3） 

（18.3） 

（9.3） 

（0.7） 

（25.1%） 

27.1% 

58.6% 

8.7% 

3.4% 2.1% 

従業員規模 

10人以下 11人～50人 

51人～100人 101人～200人 

201人以上 

（2.7%） 

（23.3%） 

（60.3%） 

（9.9%） 

（3.8%） 

（※（ ）は前年） 



女性職員の在職状況 女性職員については、昨年に引き続き、いずれの業種においても増加が減少を上回った。女性専用トイレ、女性専用更衣室の設置に 
               ついても、昨年に引き続き増加傾向にある。  

18.3% 

2.1% 

71.3% 

3.4% 
4.8% 

女性職員の職種 

 技術者  技能者 

 事務職員  営業職員 

 その他職員 

（2.2%） 

（24.9%） 

70 -20 50 
107 

-12 
95 

679 

-199 

480 

39 

-19 

20 

386 

-70 

316 

-400

-200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

増加 減少 純増減 

女性職員の純増減について 

女性技術者 女性技能者 女性事務職者 

女性営業者 その他女性職員 

【1,281】 

【-320】 

【961】 
（1,215） 

（437） 

（43） 

（-198） 

（-36） 
（-26） 

（401） 

（17） 

（1,017） 

16.6 

8.7 

1.5 

16.5 

3.0 

5.2 

2.5 

0.8 

5.6 

0.6 

78.3 

88.8 

97.7 

77.9 

96.4 

職員数 

 技術者 

 技能者 

 事務職員 

 営業職員 

各職種における女性職員の増減の状況（前年同日比） 

増加 減少 増減なし 

（18.0） （4.7） （77.3） 

（11.7） （2.2） （86.1） 

（2.5） （1.5） （96.0） 

12.0 

4.0 

1.7 

49.1 

6.3 

88.0 

96.0 

98.3 

48.8 

75.6 

職員数 

 技術者 

 技能者 

 事務職員 

 営業職員 

各職種に占める女性職員の割合 

女性 男性 

（12.8） （87.2） 

（5.3） （94.7） 

（2.0） （98.0） 

人 

【会員企業の状況】 



62.6% 

37.4% 

職員の採用について 

採用した 採用していない 

（33.4%） 

（66.6%） 
82.6% 

17.4% 

採用した職員の男女比について 

男性 女性 

（18.0%） 

（82.0%） 

23.9% 

2.8% 

61.9% 

5.5% 

5.9% 

採用した職員の職種について 

技術者 技能者 

事務職員 営業職員 

その他職員 

（31.8%） 

（7.8%） 

80.1% 

19.9% 

育児休業の利用実績について 

利用実績はない 利用実績はある 

（12.0%） 

（88.0%） 

35.2 

26.0 

19.8 

16.9 

14.8 

12.1 

10.5 

1.0 

38.3 

子育て支援 

積極的な女性の採用 

介護支援 

教育訓練の実施 

積極的登用・評価 

育成に向けた配置・職種の転換 

性別役割分担意識の見直しなど職場風土の改革 

その他 

特に取り組んでいるものはない 

女性職員の活躍推進に向けての取組について 

（複数回答可） 



3.0 

2.4 

3.5 

 女性技術者のいる現場 

 女性技能者のいる現場 

 女性事務職員のいる現

場 

女性のいる現場の割合について（職種ごと） 

25.3% 

36.1% 7.3% 

31.2% 

女性のいる現場の 

女性専用トイレの設置状況について 

女性専用トイレをすべての現場で設置 

女性専用トイレを一部の現場で設置 

現場の近くに公園等借用できるトイレがある 

男女共用 

（22.8%） 

（35.4%） 
（8.6%） 

（33.2%） 

24.1 

4.7 

1.8 

10.1 

5.1 

2.3 

11.6 

14.7 

5.4 

54.1 

75.6 

90.5 

地方整備局 

都道府県 

市区町村 

女性トイレ設置の指定について（発注者ごと） 

すべての現場で指定されている 殆どの現場で指定されている 

一部の現場で指定されている 指定されている現場はない 

12.3% 

21.0% 

6.5% 

60.2% 

女性のいる現場の 

女性専用更衣室の設置状況について 

女性専用の更衣室をすべての現場で設置 

女性専用の更衣室を一部の現場で設置 

男女共用の更衣室 

そもそも更衣室はない 

（10.1%） 

（23.3%） 

（6.1%） 

（60.6%） 

【現場の状況】 



残業時間の状況  月間残業時間（各社上位３名）について、69.8％が44時間以下におさまっており、 80時間以上は昨年の11.0％から微減の9.1％となった。 
             平均残業時間は1番多い月でも、90.0％の企業で45時間以下となっている。 

78.8% 

14.4% 

2.9% 
1.5% 

2.4% 

月間残業時間各社上位３名の 

職種について 

技術者 技能者 事務職 

営業職 その他 

（76.8%） 

（16.1%） 

（4.6%） 
（2.5%） 

79.8% 

13.8% 

2.9% 1.4% 

2.1% 

年間残業時間各社上位３名の 

職種について 

技術者 技能者 事務職 

営業職 その他 

（78.4%） 

（15.2%） 

（4.1%） （2.4%） 

43.9% 

46.1% 

6.8% 

2.8% 0.5% 

平均残業時間（１番多い月） 

～10時間 11時間～45時間 

46時間～60時間 61時間～80時間 

81時間～ 

61.2% 26.5% 

6.8% 
5.4% 

勤務時間（残業時間）の 

管理方法について 

本人の申告 

タイムカード 

勤怠・就業管理システムによる管理 

その他 

（61.3%） 
（24.1%） 

（7.5%） 
（7.1%） 

69.8 

68.5 

72.3 

90.8 

72.9 

12.3 

13.0 

10.0 

3.9 

12.7 

9.0 

9.4 

7.8 

2.8 

7.7 

4.2 

4.3 

4.1 

0.8 

2.2 

4.9 

4.8 

5.8 

1.7 

4.4 

合計 

技術者 

技能者 

事務職 

営業職 

月間残業時間（各社上位３名） 

～44時間 45～59時間 60～79時間 80～99時間 100時間～ 

（69.1） （11.4） （8.5） 
（5.6） 

（5.4） 

（66.5） （9.3） （5.7） （12.5） 

（74.0） 

（6.0） 

（91.7） 

（6.7） （5.4） （8.1） （5.8） 

（3.0） （0.8） （4.0） （0.5） 

（6.8） （1.4） （8.7） （3.7） （79.5） 

72.9 

70.7 

83.2 

88.0 

70.0 

13.6 

14.6 

8.7 

6.0 

17.5 

7.3 

7.9 

4.9 

3.3 

6.3 

3.7 

4.1 

1.9 

1.5 

4.4 

2.4 

2.7 

1.3 

1.2 

1.9 

合計 

技術者 

技能者 

事務職 

営業職 

年間残業時間（各社上位３名） 

～359時間 360～539時間 540～719時間 720～899時間 900時間～ 

（71.6） （14.3） （7.4） 
（4.0） （2.8） 

（68.2） （15.6） （8.4） 
（4.6） 

（3.2） 

（82.3） （10.1） （4.0） （1.9） （1.6） 

（88.4） 
（6.5） （2.5） （1.7） （0.8） 

（78.5） （11.7） （5.4） 
（1.5） 

（2.9） 

47.8 

34.8 

33.5 

21.8 

17.3 

8.0 

2.4 

1.2 

0.5 

3.1 

22.0 

経営トップによる声かけ 

定時退社の呼びかけ 

休日出勤の禁止・抑制 

深夜残業の禁止・抑制 

ノー残業デーの導入 

統一土曜閉所への参加 

朝型勤務の導入 

プレミアムフライデー 

テレワークの活用 

その他 

特に取組んでいるものは

ない 

長時間労働の抑制に向けての取組について 

（複数回答可） 

（32.0） 

（46.1） 

（32.7） 

（21.7） 

（17.4） 

（6.5） 

（1.4） 

（0.3） 

（4.3） 

（23.2） 



休日の状況 4週8休の普及状況については、事務所の約4割だったのに対し、現場では1割以下だった。また、休日日数の少ない職員は技術者がもっとも多 
         かった。年間休日日数は営業職を除くすべての業種で昨年に比べて100日以上の割合が上昇した。 

3.7% 

13.8% 

44.9% 

29.0% 

8.5% 

会社で定めた年間休日数 

～70日 71～85日 
86～100日 101～115日 
116日～ 

（4.1%） 

（13.2%） 

（48.2%） 

（26.7%） 

（7.7%） 
9.0% 

20.2% 

50.6% 

11.0% 

9.2% 

週休日の実施状況（現場） 

おおむね４週４休以下 おおむね４週５休 

おおむね４週６休 おおむね４週７休 

おおむね４週８休 

2.0% 5.1% 

40.1% 

13.3% 

39.5% 

週休日の実施状況（事務所） 

おおむね４週４休以下 おおむね４週５休 

おおむね４週６休 おおむね４週７休 

おおむね４週８休 

12.7 

12.0 

13.2 

18.0 

20.6 

12.5  

13.3  

11.8  

3.2  

10.8  

18.1 

19.0 

16.7 

10.0 

11.9 

24.3 

24.8 

25.4 

16.4 

21.3 

18.2 

18.2 

17.3 

22.2 

17.3 

14.1 

12.7 

15.7 

30.1 

18.1 

合計 

技術者 

技能者 

事務職 

営業職 

年間休日日数（休んだ日が少ない職員上位３名） 

～60日 61～70日 71～80日 81～90日 91～100日 100日～ 

（13.8） （12.4） （19.8） （24.0） （17.7） （12.3） 

（13.4） （13.3） （21.2） （24.4） （17.2） （10.4） 

（13.7） （11.8） （17.4） （23.3） （19.5） （14.2） 

（16.0） （4.0） （9.4） （20.0） （21.4） （29.2） 

（19.0） （8.5） （15.1） （21.3） （16.7） （19.4） 

23.5 

25.0 

19.2 

15.2 

27.4 

42.1 

41.8 

43.4 

43.1 

42.0 

22.3 

22.2 

22.0 

23.9 

20.6 

8.1 

7.6 

10.2 

10.0 

6.5 

4.0 

3.4 

5.2 

7.8 

3.5 

合計 

技術者 

技能者 

事務職 

営業職 

有給休暇取得日数（取得日数が少ない職員上位３名） 

０日 １～５日 ６～10日 11～15日 16～20日 

（26.4） （43.3） （20.1%） （6.9） （3.3） 

（28.9） （43.1） （19.3） （6.0） （2.6） 

（19.6） （42.5） （23.2） （10.1） （4.7） 

（16.8） （44.8） （23.5） （8.5） （6.3） 

（25.4） （45.8） （18.3） （8.0） （2.5） 



77.1% 

13.9% 

4.9% 
2.2% 

1.8% 

年間休日数の少ない各社上位３名の職

種について 

技術者 技能者 事務職 営業職 その他 

（76.3%） 

（15.1%） 

（5.7%） 

（2.9%） 

73.5% 

14.2% 

7.8% 

3.0% 

1.6% 

有給取得日数の少ない各社上位３名の

職種について 

技術者 技能者 事務職 営業職 その他 

（72.4%） 

（14.9%） 

（9.1%） 

（3.7%） 7.8% 

32.1% 

15.7% 

44.4% 

「休日 月１＋運動」の実施について 

すでに積極的に取り組んでいる 

取組を検討している 

知ってはいるが取り組む予定はない 

知らない 

79.9 

57.3 

64.7 

92.5 

5.0 

6.4 

6.3 

5.2 

15.1 

36.3 

29.0 

2.3 

トイレ 

休息室 

分煙化 

熱中症 

建設現場における作業環境管理の状況について 

（直近１年間） 

既に取り組んでいる 新たに取組をはじめた 

取り組んでいない 

41.6 

31.2 

30.2 

24.0 

13.7 

12.4 

0.8 

25.4 

半日・時間単位の付与 

経営トップによる声掛け 

リフレッシュ休暇の活用 

計画的な取得・付与 

プラスワン休暇の活用 

取得状況の見える化 

その他 

特に取組んでいるものはない 

年次有給休暇取得促進に向けての取組について 

（複数回答可） 

（39.7） 

（33.5） 

（32.6） 

（25.1） 

（7.4） 

（10.7） 

（0.0%） 

（24.6） 



賃金の状況 基本給又は一時金を引き上げた企業は、60.7％となった。また、直近1年間での下請と契約する際の労務単価については、61.7％で引き上げて 
          おり、昨年よりもやや上昇した。   

労働状況 社会保険の加入促進対策については、96.0％の企業で既に取り組んでいるまたは取組を検討していると回答した。 

52.1% 

8.6% 

20.3% 

18.2% 

0.3% 

0.2% 
0.3% 

直近１年間での職員の 

賃金について 

基本給を引き上げた 
一時金のみを引き上げた 
基本給・一時金とも引き上げた 
引き上げは行っていない 
基本給を引き下げた 
一時金のみ引き下げた 
基本給・一時金とも引き下げた 

（8.1%） 

（49.9%） 
（20.6%） 

（20.1%） 

（0.2%） 

（0.7%） 

（0.5%） 

61.7% 9.4% 

28.8% 

0.2% 

直近１年間での下請と契約する 

際の労務単価について 

引き上げた 

前年に引き上げたため引き上げは行っていない 

引き上げは行っていない 

引き下げた 

（59.1%） 

（0.2%） 
16.7% 

31.0% 

5.1% 

14.2% 

33.0% 

「単価引上げ分アップ宣言」の実施

について 

すでに積極的に取り組んでいる 

取組を検討している 

知ってはいるが取り組む予定はない 

対象となる工事がない 

知らない 

83.7% 

12.3% 

2.1% 1.9% 

社会保険加入促進対策について 
（直接契約する下請に対するもの） 

すでに積極的に取り組んでいる 
取組を検討している 
知ってはいるが取り組む予定はない 
知らない 

32.6 

28.3 

24.9 

18.1 

13.8 

2.2 

35.4 

職員からの相談対応の

体制整備 

職員への研修、情報提供 

職場環境の評価及び改

善 

管理監督者に対する教

育・研修、情報提供 

メンタルヘルスケアの実

務を担当する者の選任 

その他 

特に取り組んでいるもの

はない 

メンタルヘルスケアの取組について 

（複数回答可） 

（29.7） 

（26.4） 

（23.5） 

（16.5） 

（13.1） 

（3.5） 

（35.8） 

54.0 

83.8 

10.7 

18.3 

10.7 

36.5 

27.8 

5.5 

52.7 

資格技能手当 

各種技能講習 

建設リカレント教

育 

人材育成の推進について 

既に取り組んでいる 今後取り組む予定 

取り組む予定はない 

70.3 

82.3 

40.6 

82.4 

86.8 

21.9 

12.1 

44.9 

12.8 

9.8 

6.2 

5.2 

12.2 

3.9 

2.0 

1.6 

0.4 

2.4 

0.9 

1.4 

合計 

技術者 

技能者 

事務職 

営業職 

職員の賃金の支払基準について 

月給制 
日給月給制 
職位等により、月給・日給月給制を併用 
その他 

（70.3） （20.0） （7.1） （2.6） 

（80.8） （11.2） （7.4） （0.6） 

（36.7） （44.1） （15.0） （4.2） 

（81.8） （13.1） （3.8） （1.3） 

（85.2） （9.8） 
（2.6） 

（2.4） 


